
「平成26年全国消費実態調査単身世帯結果」と 

「平成26年全国単身世帯収支実態調査結果」の統合集計の概要 

 
１  集計の目的 

平成26年全国消費実態調査（以下「全国消費実態調査」という。）においては、単身世帯への調査依

頼が困難になっていることを踏まえ、その結果を補完することを目的として、平成26年全国単身世帯

収支実態調査（以下「全国単身世帯収支実態調査」という。）を実施した。この結果について、全国消

費実態調査への統合方法を研究し、統合集計を行ったため、当該結果を参考に公表するものである。 

なお、全国単身世帯収支実態調査においては、平成21年と同様に、民間調査機関が管理する登録モ

ニター等の中から世帯を選定した。 

 
２ 統合方法 

両調査結果を比較したところ、全国単身世帯収支実態調査の調査世帯は全国消費実態調査単身世帯

に比べ、消費支出や年間収入等が高い傾向がみられた。そこで、全国単身世帯収支実態調査結果につ

いて、消費支出を目的変数として重回帰分析を行ったところ、年間収入に有意な差が認められた。 

このため、年間収入をキーとして全国単身世帯収支実態調査結果を補正した上で、統合を行うこと

とした（下図参照）。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

注１）結果の推定式については付１を参照 

注２）全国消費実態調査単身世帯及び全国単身世帯収支実態調査の抽出・推定方法の概要については付２を

参照 
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※男女（２）×年齢階級（３）の６区分で実施 

（全国消費実態調査単身世帯は補正なし） 

① 全国単身世帯収支実態調査の年間収入
階級別世帯分布を全国消費実態調査単
身世帯に合わせて補正※ 

② 集計世帯数の比率に

応じてウエイト付け※ 

全国単身世帯収支実態調査 

全国消費実態調査単身世帯＋全国単身世帯収支実態調査 

全国消費実態調査単身世帯 

全国消費実態調査単身世帯＋全国単身世帯収支実態調査 



 

３ 統計表 

  以下の結果について統計表の集計を行った。 

  Ⅰ 家計収支に関する結果 

   Ⅱ 貯蓄・負債に関する結果 

   Ⅲ 世帯分布に関する結果 

 

４ 本結果を利用する上での留意点 

  全国消費実態調査単身世帯に全国単身世帯収支実態調査の調査世帯が加わることで調査世帯数が

増し、特に若年層において結果精度が安定するが、その一方で、全国単身世帯収支実態調査の調査世

帯は民間調査機関が管理する登録モニターから有意抽出しているため、モニター世帯に特有の特徴が

あると考えられる。このため、統合に際してはモニター世帯の特徴を踏まえた補正を行うことにより、

統合集計結果が全国消費実態調査単身世帯の調査結果におおむね近づく結果となっている。しかしな

がら、本結果は、調査から直接得られた情報を集計したものではなく、研究を目的に統合を行ったも

のであるため、利用の際は留意されたい。 

 

※男女、年齢階級、消費支出金額階級別世帯分布については付３を参照 

 

 

【参考】各調査結果の比較 

 

＜基本数＞ 

 

 
 

 

＜主な集計結果＞ 

 

 

 

 

 

 

全国消費実態
調査単身世帯

①

全国単身世帯
収支実態調査

②

統合集計
③

差 ②－① 差 ③－①

調査予定世帯数 4,696 2,000 － － －

集計世帯数 4,561 1,918 6,479 － －

持ち家率（現住居)（％) 60.0 46.1 55.6 -13.9 -4.4

現住居の延べ床面積（㎡) 83.7 65.8 78.1 -17.9 -5.6

年齢（歳） 58.5 54.7 57.8 -3.8 -0.7

全国消費実態
調査単身世帯

①

全国単身世帯
収支実態調査

②

統合集計
③

差 ②－① 差 ③－①

消費支出（円) 169,545 176,827 169,247 7,282 -298

年間収入（万円) 308 345 310 37 2



付１ 結果の推定式 

 

推定式は、次のとおりである。 
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ここで、  

ijx  ：平成 26 年全国消費実態調査単身世帯（以下、「全国消費実態調査単身世帯」）の i市区

町村、 j 世帯の当該項目の値 

ただし、
ijx のうち家計簿による収入又は支出金額は、月別の調整済調整係数をウエ

イトとした加重平均値 

 

ijx  ：平成 26 年全国単身世帯収支実態調査（以下、「全国単身世帯収支実態調査」）の i 市

区町村、 j 世帯の当該項目の値 

ただし、 ijx  のうち家計簿による収入又は支出金額は、月別の調整済調整係数をウエイ

トとした加重平均値 

 

ij  ：統合集計用全国消費実態調査単身世帯の i市区町村、 j 世帯の集計用乗率 
 

ijijij E 
           ij ：全国消費実態調査単身世帯の i市区町村、 j 世帯の集計用乗率 

（算出方法については別紙１を参照） 

ijE  ：全国消費実態調査単身世帯の i市区町村、 j 世帯の統合集計用補正係数 

 

ij   ：統合集計用全国単身世帯収支実態調査の i市区町村、 j 世帯の集計用乗率 
 

ijijij E 
           ij  ：全国単身世帯収支実態調査の i市区町村、 j 世帯の集計用乗率 

（算出方法については別紙２を参照） 

ijE   ：全国単身世帯収支実態調査の i市区町村、 j 世帯の統合集計用補正係数 

 

 

【全国消費実態調査単身世帯の統合集計用補正係数（ ijE ）の計算方法】 

全国単身世帯収支実態調査と統合するためのウエイトを与える。集計算式は次のとおり。 
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h 男女・年齢階級区分：男：35 歳未満、35～59 歳、60 歳以上 

               女：35 歳未満、35～59 歳、60 歳以上（計２×３区分） 

hn~  ：全国消費実態調査単身世帯のh 男女・年齢階級別集計世帯数 

hn ~  ：全国単身世帯収支実態調査のh 男女・年齢階級別集計世帯数 

※ 家計収支に関する結果においては、 hn~ ＝
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（除数の２は調査期間を示す） 



 

ijM  ：全国消費実態調査単身世帯の i 市区町村 j 世帯の調査月数 

 

ijM'  ：全国単身世帯収支実態調査の i 市区町村 j 世帯の調査月数 

 

ijmM  ：全国消費実態調査単身世帯の i 市区町村 j 世帯第m 月目の家計簿の有無（１

又は０） 

ijmM   ：全国単身世帯収支実態調査の i 市区町村 j 世帯第m 月目の家計簿の有無 

（１又は０） 

l    ：調査すべき月数（２）  

m    ：第m 月目 

 

 

【全国単身世帯収支実態調査の統合集計用補正係数（ ijE  ）の計算方法】 

全国単身世帯収支実態調査の調査世帯の年収階級、男女・年齢階級別の世帯分布を全国消費実態調査

単身世帯の分布に合わせる補正を行い、さらに、全国消費実態調査単身世帯と統合するためのウエイト

を与える。集計算式は次のとおり。 
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p 年収階級区分：250 万円未満、250～500 万円、500 万円以上（３区分） 

ただし、年齢 35歳未満については、250 万円未満、250万円以上の２区分。 

また、貯蓄・負債に関する結果においては、「年収階級不詳」を加えた４区分（年

齢 35 歳未満については３区分） 

phX ：全国単身世帯収支実態調査の p 年収階級、 h 男女・年齢階級別分布補正係数 
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S  ：全国消費実態調査単身世帯の調整集計世帯数 

T  ：全国単身世帯収支実態調査の調整集計世帯数 

※ 家計収支に関する結果においては、 S ＝
2
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（除数の２は調査期間を示す） 

※ 貯蓄・負債に関する結果においては、 S ＝
i Sj

ij 、T ＝
i Tj

ij  

 

phS ：全国消費実態調査単身世帯の p 年収階級、 h 男女・年齢別調整集計世帯数 

phT ：全国単身世帯収支実態調査の p 年収階級、 h 男女・年齢別調整集計世帯数 
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平成 26 年全国消費実態調査単身世帯の集計用乗率の作成方法 

 

 

 平成 26 年全国消費実態調査単身世帯の集計用乗率は、次式により作成する。 

 

 

 

ij  ： i 市区町村、 j 世帯の集計用乗率 

ここで、(q, h )は i市区町村、 j 世帯が該当する地方、男女・年齢階級 

     qhD ： q地方、 h 男女・年齢階級の世帯分布補正係数 

q地方区分：北海道・東北、関東、北陸・東海、近畿、 

中国・四国、九州・沖縄（計６区分） 

h 男女・年齢階級区分：男：35 歳未満、35～59 歳、60 歳以上 

             女：35 歳未満、35～59 歳、60 歳以上（計２×３区分） 

    im~  ： i 市区町村、第m月目の調整済調整係数 

        ijmM ： i 市区町村、 j 世帯、第m月目の集計可能な調査票の有無（１又は０） 

B ：調査票を調査する第m月目の集合（{１、２}、{１}又は{２}） 

 

※ 統計表により集計に使用する調査票や主な目的として集計する項目が異なるため、調査

票を調査する月数、調査票の有無及び集計世帯数が相違し、集計用乗率が異なる。 

 

 

【調整済調整係数（
im~ ）の計算方法】 

一つの都道府県を大都市と大都市以外の地域に分けて、それぞれの地域にある調査市区町村に調整係数

を与える。 

※ 大都市･･･20 政令指定都市及び東京都区部 

（札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、東京都区部、横浜市、川崎市、相模原市、新潟

市、静岡市、浜松市、名古屋市、京都市、大阪市、堺市、神戸市、岡山市、広島市、北

九州市、福岡市、熊本市） 

 

D ：都道府県の大都市、あるいは大都市以外の地域（市町村の集合）。 

ただし、大都市が複数ある都道府県は、大都市のそれぞれを別個に扱

う。 

例）神奈川県では、 D =「横浜市」、「川崎市」、「相模原市」又は「横浜

市・川崎市・相模原市以外の地域」の４地域 

D： D 地域のうち単身世帯調査市区町村の集合 

d ： D  を構成する個々の単身世帯調査市区町村 

i ：単身世帯調査市区町村 

i ： i 調査市区町村結果を D 地域に復元するための調整係数 

DN ： D 地域内の単身適格世帯数（平成 22 年国勢調査） 

dN  ： d  市区町村の単身適格世帯数（平成 22 年国勢調査） 

iN  ： i 調査市区町村の単身適格世帯数（平成 22 年国勢調査） 

in  ： i 調査市区町村の単身調査予定世帯数 

imn~  ： i 調査市区町村の単身世帯第m 月目の集計世帯数 
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（別紙１） 



 

【世帯分布補正係数（ qhD ）の作成方法】 

   労働力調査平成 26 年平均の地方、男女・年齢階級別の単身世帯数を用いて、単身世帯の世帯分布補

正係数を作成する。 

 

 

 

 

qhW  ：q地方、 h 男女・年齢階級の単身世帯数（労働力調査平成 26 年平均） 

qhH ：q地方、 h 男女・年齢階級に属する単身世帯の集合 

B
 
：調査票を調査する月数（Bの要素数） 
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平成 26 年全国単身世帯収支実態調査の集計用乗率の作成方法 

 

 

 平成 26 年全国単身世帯収支実態調査の集計用乗率は、次式により作成する。 
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ij   ： i市区町村、 j 世帯の集計用乗率 

ここで、(q , h )は i市区町村、 j 世帯が該当する地方、男女・年齢階級 

    qhD  ： q地方、 h 男女・年齢階級の世帯分布補正係数 

q地方区分：北海道・東北、関東、北陸・東海、近畿、 
中国・四国、九州・沖縄（計６区分） 

h 男女・年齢階級区分：男：35 歳未満、35～59 歳、60 歳以上 

             女：35 歳未満、35～59 歳、60 歳以上（計２×３区分） 

im~
 ： i市区町村、第m月目の調整済調整係数 

ijmM ： i市区町村、 j 世帯、第m月目の集計可能な調査票の有無（１又は０） 

B ：調査票を調査する第m月目の集合（｛１、２｝、｛１｝又は｛２｝） 

 

※ 統計表により集計に使用する調査票や主な目的として集計する項目が異なるため、調査

票を調査する月数、調査票の有無及び集計世帯数が相違し、集計用乗率が異なる。 

 

 

【調整済調整係数（ im~
）の作成方法】 
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hqV   
：q地方、h男女・年齢階級の単身適格世帯数（平成 22 年国勢調査） 

q地方区分：北海道、東北、関東、北陸、東海、近畿、中国、四国、九州、沖縄（計 10

区分） 

h男女・年齢階級区分：男：30 歳未満、30～39 歳、40～49 歳、50～59 歳、60 歳以上 

                     女：30 歳未満、30～39 歳、40～49 歳、50～59 歳、60 歳以上 

           （計２×５区分） 

hqH  ：q地方、h男女・年齢階級に属する全国単身世帯収支実態調査の世帯の集合 

imn~ ： i 調査市区町村の第m月目の集計世帯数 

 

 

  

（別紙２） 



【世帯分布補正係数（ qhD  ）の作成方法】 

   労働力調査平成 26 年平均の地方、男女・年齢階級別の単身世帯数を用いて、単身世帯の世帯分布補

正係数を作成する。 

 

 

 

 

qhW  ：q地方、 h 男女・年齢階級の単身世帯数（労働力調査平成 26 年平均） 

qhH  ：q地方、 h 男女・年齢階級に属する全国単身世帯収支実態調査の世帯の集合 

B
 
：調査票を調査する月数（ B の要素数） 
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付２ 平成26年全国消費実態調査単身世帯及び平成26年全国単身世帯収支実態調査の 

抽出・推定方法の概要 

 

 

 全国消費実態調査単身世帯 全国単身世帯収支実態調査 

抽出方法 

 

 

 

 

二人以上の世帯の抽出に用いた調査

単位区から、4,696世帯を抽出（各単位

区から１世帯を抽出） 

 なお、代替世帯は同一の性別から抽

出 

国勢調査に基づく単身世帯数を用い

て、「都道府県×市部・郡部」及び「地

方10区分×男女×年齢階級５区分」別の

比例割当方式により2,000世帯を配分

し、モニターを募集 

推定方法 

 

 

 

① 都道府県の大都市と大都市以外の

地域に分けて、調整済調整係数を

作成 

② 労働力調査の地方、男女、年齢階

級別の単身世帯数を用いて、分布

補正係数を作成 

③ ①×②で作成した係数を集計用乗

率として結果を推定 

① 地方10区分×男女×年齢階級５区分

別に、調整済調整係数を作成 

② 労働力調査の地方、男女、年齢階級

別の単身世帯数を用いて、分布補正

係数を作成 

③ ①×②で作成した係数を集計用乗率

として結果を推定 

 

 



付３　男女，年齢階級，消費支出金額階級別世帯分布

男性
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8,000

9,000

統合集計
（10万分比）

平均値： 168,013円

標準偏差： 109,721円

変動係数： 65.3％

標準誤差率： 2.7％

集計世帯数： 577
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統合集計
（10万分比）

平均値： 190,930円

標準偏差： 130,101円

変動係数： 68.1％

標準誤差率： 2.2％

集計世帯数： 974
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統合集計（10万分比）

平均値： 159,952円

標準偏差： 121,162円

変動係数： 75.7％

標準誤差率： 2.5％

集計世帯数： 924
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全国消費実態調査単身世帯
（10万分比）

平均値： 160,747円

標準偏差： 63,448円

変動係数： 39.5％

標準誤差率： 3.0％

集計世帯数： 175
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全国消費実態調査単身世帯
（10万分比）

平均値： 193,098円

標準偏差： 106,893円

変動係数： 55.4％

標準誤差率： 2.7％

集計世帯数： 433
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全国消費実態調査単身世帯（10万分比）

平均値： 159,136円

標準偏差： 125,871円

変動係数： 79.1％

標準誤差率： 2.8％

集計世帯数： 794

※男性総数＝100,000

35歳未満

35～59歳

60歳以上



　　【式】

女性
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4,500

5,000

統合集計
（10万分比）

平均値： 159,456円

標準偏差： 60,775円

変動係数： 38.1％

標準誤差率： 1.8％

集計世帯数： 444

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

統合集計（10万分比）

平均値： 191,413円

標準偏差： 126,992円

変動係数： 66.3％

標準誤差率： 2.5％

集計世帯数： 715
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統合集計
（10万分比）

平均値： 159,704円

標準偏差： 124,462円

変動係数： 77.9％

標準誤差率： 1.5％

集計世帯数： 2846
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全国消費実態調査単身世帯
（10万分比）

平均値： 168,606円

標準偏差： 76,325円

変動係数： 45.3％

標準誤差率： 4.0％

集計世帯数： 129
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全国消費実態調査単身世帯（10万分比）

平均値： 194,798円

標準偏差： 115,984円

変動係数： 59.5％

標準誤差率： 2.8％

集計世帯数： 453
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全国消費実態調査単身世帯
（10万分比）

平均値： 159,458円

標準偏差： 127,029円

変動係数： 79.7％

標準誤差率： 1.6％

集計世帯数： 2579

集計世帯数

変動係数
標準誤差率＝

100　
平均値

標準偏差
変動係数＝ 

※女性総数＝100,000

35歳未満

35～59歳

60歳以上

整）世帯数分布（抽出率調

偏差の二乗の和
標準偏差＝




